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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請

求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会につきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様

に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいた

します。

第１６４回定時株主総会

電子提供措置事項（交付書面非記載事項）

■事業報告

会計監査人の状況 ………………………………………１頁

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況 …２頁

■連結計算書類

連結株主資本等変動計算書 ……………………………９頁

連結注記表 ……………………………………………１０頁

■計算書類

貸借対照表 ……………………………………………２０頁

損益計算書 ……………………………………………２１頁

株主資本等変動計算書 ………………………………２２頁

個別注記表 ……………………………………………２３頁

■監査報告

計算書類に係る会計監査人の監査報告書 …………２８頁

稲畑産業株式会社
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会計監査人の状況

支　払　額

当事業年度に係る会計監査人に支払う報酬等の額 90百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
94百万円

会計監査人の状況

①　会計監査人の名称　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、｢会社法｣に基づく監査と｢金融商品取引法｣に基づく監査の

報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、報酬等の支払額にはそれらの合計額を記

載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画、従前の事業年度における職務状況、及び報酬見積もりの算出根

拠などを検討した結果、会計監査人の報酬等の額について妥当と認め、会社法第399条及び定款第40条に

基づき同意を行いました。

3. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である、社債発行に係るコン

フォートレターの作成等について対価を支払っております。

4. 当社の重要な子会社のうち、INABATA SINGAPORE (PTE.) LTD.についてはKPMG LLP、INABATA THAI CO., 

LTD.についてはKPMG PHOOMCHAI AUDIT LTD.、INABATA SANGYO (H.K.) LTD.についてはKPMG HONG KONG、

SHANGHAI INABATA TRADING CO., LTD.についてはKPMG HUAZHEN、TAIWAN INABATA SANGYO CO., LTD.につ

いては資誠聯合會計師事務所、INABATA AMERICA CORPORATIONについてはCBIZ CPAs P.C.の監査を受けて

おります。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定められている解任事由に

該当する状況にあり、かつ改善の見込みがない等、解任が相当と認められる場合、も

しくは、監督官庁から監査業務停止処分を受けるなど、当社の監査業務に重大な支障

を来たす事態又はそのおそれが生じた場合には、監査等委員全員の同意に基づき会計

監査人を解任いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等を総合的に判断し、監査の適

正性及び信頼性が確保できないと認めた場合には、株主総会に提出する会計監査人不

再任に関する議案の内容を決定します。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

　（内部統制システムの体制整備の基本方針）

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムの体制整備の

基本方針を次のとおり定めております。

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

イ.「社是」「経営理念：Mission」「目指す姿：Vision」「価値観：IK 

Values」を定める。

ロ.業務執行取締役又は執行役員を内部統制に係る責任者として任命し、内部

統制委員会を設置する。

ハ.業務執行取締役又は執行役員をコンプライアンスに係る責任者として任命

し、コンプライアンス委員会を設置する。

ニ.業務執行取締役又は執行役員を内部監査に係る責任者として任命し、内部

監査室を設置する。

ホ.業務執行取締役又は執行役員を個人情報保護に係る責任者として任命し、

個人情報保護法を遵守する体制を構築する。

ヘ.内部通報制度を構築し、コンプライアンスに違反する事実の発生における

報告を受付け、また内部通報者を保護する体制をつくる。

ト.取締役はコンプライアンスに違反する事実を発見した場合には直ちに取締

役会及び監査等委員会に報告する。

チ.監査等委員会はコンプライアンス体制及び内部通報制度の運用に問題があ

ると認めるときは、意見を述べるとともに、改善を求める。

リ.就業規則に服務規律及び懲戒に関する事項を定め、使用人の職務執行が法

令及び定款に適合することを確保する。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に関しては、取締役会において職務執行報告を行い、そ

の内容は取締役会議事録に記録し、適切に保存、管理する。また、職務執行に

係るその他の記録については、文書管理規程に基づき適切に保存、管理する。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社の損失の危険に関して、個々の損失の危険(財務、法務、環境、品質、

与信、災害等のリスク)の領域毎に当該損失の危険に関する事項を統括する部

署が、それぞれの危険の管理(体制を含む)に関する規程を策定し、適切に運用

する。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ.取締役会を原則として月１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開

催する。

ロ.経営方針及び経営戦略に係る重要事項については取締役会への付議に先立

ち業務執行取締役及び特定の執行役員によって構成される経営会議、審査

会議等において議論を行う。

ハ.定款に取締役会での決議の省略(書面決議)を定め、効率化を図る。

ニ.取締役会の決議によって、重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役

に委任することができる。

ホ.決裁基準を定め、権限の委譲をすることによって取締役の職務の執行の効

率化を図る。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

イ.当社の「社是」「経営理念：Mission」「目指す姿：Vision」「価値観：IK 

Values」について、当社グループのすべての役員及び使用人に周知徹底を

図る。

ロ.当社の業務執行取締役又は使用人を必要に応じて子会社の役員として派遣

する。

ハ.グループ会社管理規程に基づき、子会社に営業成績、財務状況その他の重

要な情報を当社へ定期的に報告することを義務付ける。また、子会社に生

じる重要な事項について、当社へ事前に申請し、承認を受けることを義務

付ける。

ニ.子会社を統括する組織を設置し、その経営を監督し、指導する体制を構築

する。

ホ.内部監査規程に基づき、子会社に対し内部監査を実施する。

ヘ.当社の内部通報制度について、子会社の役員及び使用人からも通報を可能

とする体制を構築する。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

イ.監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」とい

う。）を配置する。

ロ.補助使用人は、監査等委員会の指揮命令系統に服する。

ハ.補助使用人の任免及び人事考課については、監査等委員会の同意を得る。

ニ.補助使用人の選出に関しては、その経験・知見・行動力を十分に考慮す

る。

ホ.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、補助使用人の

業務遂行を不当に制約しない。

⑦　監査等委員会への報告に関する体制

監査等委員会に対する報告体制を整備するために、次の内容を含む社内規程

を制定し、適切に運用する。

イ.当社グループの役員及び使用人は、当社の監査等委員会から業務執行に関

する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

ロ.当社グループの役員及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすお

それのある事実については、適時に当社の監査等委員会に対して報告を行

う。

ハ.当社グループにおける内部監査、コンプライアンス、リスク管理、子会社

管理等を所管する部署は、定期的又は必要に応じて、当社の監査等委員会

に対する報告会を実施する。

ニ.当社の内部通報制度の担当部署は、当社グループの役員及び使用人からの

内部通報の状況について、定期的に当社の監査等委員会に報告する。

ホ.当社グループの役員及び使用人が当社の監査等委員会への報告を行ったこ

とを理由として、報告者に対して不利な取り扱いを行うことを禁止する。

（ 4 ）



2025/05/16 13:25:14 / 24181740_稲畑産業株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

⑧　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ.代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、経営方針、当社が対

処すべき課題、当社を取り巻く重大なリスク、当社グループにおける内部

統制の整備・運用の状況、監査等の環境の整備状況、及び監査上の重要課

題について意見交換を行う。

ロ.監査等委員会がその職務の執行のために弁護士、公認会計士その他の社外

の専門家に対して助言を求める、又は調査、鑑定その他の事務を委託する

など所要の費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査等委員会の

職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことはでき

ない。

ハ.監査等委員会による監査を組織的かつ効率的なものとするため、内部監査

室と監査等委員会との緊密な連携を確保する体制とする。内部監査室は、

年度の内部監査の計画を策定し社長及び監査等委員会の確認を得る。計画

に重大な変更があった時も同様とする。内部監査室は、監査等委員会に対

して監査結果の報告を行い、監査等委員会から調査を求められた際、又は

具体的な指示を受けた際には、それに従うものとする。なお、内部監査室

は社長と監査等委員会の指示に齟齬がある場合は、監査等委員会の指示を

尊重する。

ニ.内部監査室の室長の任免及び人事考課については、監査等委員会の同意を

得る。

ホ.内部監査規程及び内部監査実施規則の改廃は、監査等委員会の同意を得

る。

（内部統制システムの運用状況の概要）

当社は、内部統制システムの体制整備の基本方針に基づき、次のとおり運用し

ております。

①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

社長を委員長とするコンプライアンス委員会の下に、コンプライアンス、情

報セキュリティ、個人情報保護及び医薬品等の管理について、それぞれ部会を

設けるとともに、贈収賄等の腐敗行為を含む法令違反や組織的不正等の重大な
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

コンプライアンス抵触事案を主に取り扱う通報ルート（「コンプライアンスホ

ットライン」）と職場環境や人間関係のような案件について仲介や調整を通じ

て解決を図ることを目指す通報ルート（「なんでもお悩み相談室」）の２つか

ら成る内部通報制度を設置し、コンプライアンスに関わる情報をいち早く認識

し、対応できるようにしております。

また、稲畑産業コンプライアンス宣言及びコンプライアンスガイドラインな

どを制定して全社的な取組みを図っております。一方、内部統制システムを構

築、維持、推進していくために内部統制委員会を設けて内部統制の向上に取り

組むとともに、内部監査室が内部統制の評価や業務監査を実施することによっ

て、より高いレベルの内部統制が行われ、コーポレート・ガバナンスが徹底さ

れるようにしております。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に関しては、取締役会において職務執行報告を行い、そ

の内容は取締役会議事録に記録しております。取締役会議事録及び職務執行に

係わるその他の記録については、文書管理規程とその細則に基づき、適切に保

存、管理しております。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社の損失の危険に関して、コンプライアンス委員会の下に、コンプライア

ンス、情報セキュリティ、個人情報保護及び医薬品等の管理の部会を設け、内

部通報制度を設置するとともに、リスク管理室、業務推進室、財務経営管理

室、総務広報室が、それぞれの危険の管理に関する規程を策定し、適切に運用

しております。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は社外取締役７名を含む12名で構成されており、2024年度は16回開

催しました。当社の経営方針及び経営戦略に係る重要事項については事前に常

務執行役員以上の執行役員によって構成される経営会議又は審査会議等におい

て議論を行い、その審議を経て取締役会において職務の執行の決定を行ってお

ります。

稟議規程、部門決裁に関する規則等の決裁権限に関する規程・規則等を定め

権限の委譲などによって取締役の職務の執行の効率化を図っております。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社グループにおいては、グループ会社管理規程に基づき、子会社は営業成

績、財務状況その他の重要な情報を当社へ定期的に報告しております。また、

子会社は重要な事項については、当社に事前に申請し、承認を受けたうえで実

施しております。

当社は、業務執行取締役、使用人を子会社の役員として派遣し、また財務経

営管理室が子会社を監督・指導しております。一方、内部統制を含む内部監査

が子会社を含め当社グループ全体として行われております。

当社が設置している内部通報制度は子会社にも周知しており、子会社から当

社への通報が可能となっております。

⑥　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会の指揮命令系統に服する補助使用人を配置しております。

補助使用人の任命及び人事考課については、監査等委員会の同意を得てお

ります。
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業務の適正を確保するための体制及びその運用状況

⑦　監査等委員会への報告に関する体制

当社は監査等委員会に対する報告に関する規程を制定し、適切に運用してお

ります。

監査等委員会は取締役、執行役員、内部監査室その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集に努めております。監査等委員である取締役は取締役会に

出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求めております。常勤の監査等委員である取締役

は経営会議、審査会議等の重要会議に出席し、その会議の内容につき、監査等

委員会に報告しております。子会社については、子会社の取締役及び監査役等

と意思疎通及び情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けて

おります。

当社の内部通報制度の担当部署は、内部通報制度への連絡・相談の状況につ

いて、監査等委員会へ適宜報告しております。

⑧　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、意見交換を行っており

ます。

監査等委員会が職務の執行に要した費用を会社に請求した場合、会社が負担

しております。

内部監査室は、年度の内部監査の計画を策定し社長及び監査等委員会の確認

を得ております。

内部監査室は監査等委員会に対して監査結果の報告を行っています。

内部監査室の室長の任免及び人事考課については、監査等委員会の同意を得

ております。

内部監査規程の改定及び内部監査実施規則の制定を行った際には、監査等委

員会の同意を得ております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 9,364 7,177 144,689 △904 160,327

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,876 △6,876

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益
19,833 19,833

自 己 株 式 の 取 得 △4,079 △4,079

自 己 株 式 の 消 却 △2 △4,028 4,031 －

自 己 株 式 の 処 分 655 142 797

株 式 給 付 信 託 に よ る

自 己 株 式 の 譲 渡
25 25

連結子会社株式の取得によ

る 持 分 の 増 減
△600 △600

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 52 8,928 119 9,100

当 期 末 残 高 9,364 7,230 153,617 △785 169,427

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主

持 分

純 資 産

合 計
そ の 他

有 価 証 券

評価差額金

繰 延 ヘ ッ

ジ 損 益

為 替 換 算

調 整 勘 定

退職給付に係

る調整累計額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

当 期 首 残 高 10,289 595 28,541 412 39,838 6,588 206,754

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,876

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益
19,833

自 己 株 式 の 取 得 △4,079

自 己 株 式 の 消 却 －

自 己 株 式 の 処 分 797

株 式 給 付 信 託 に よ る

自 己 株 式 の 譲 渡
25

連結子会社株式の取得によ

る 持 分 の 増 減
△600

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額)
△871 △284 △393 438 △1,111 1,811 699

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △871 △284 △393 438 △1,111 1,811 9,800

当 期 末 残 高 9,417 310 28,148 850 38,727 8,400 216,555

連結株主資本等変動計算書

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

1)連結子会社の数　　　　　 49社

（主要な連結子会社の名称）

INABATA SINGAPORE(PTE.)LTD.、INABATA THAI CO.,LTD.、INABATA SANGYO(H.K.)LTD.、

SHANGHAI INABATA TRADING CO.,LTD.、TAIWAN INABATA SANGYO CO.,LTD.、INABATA AMERICA CORPORATION、

稲畑ファインテック㈱

ノバセル株式会社を2024年６月28日付で株式の取得により子会社化したため、同社及びその子会社である

NOVACEL SINGAPORE (PTE.) LTD.、NOVACEL(THAILAND) CO., LTD.、NOVACEL(HONG KONG) LTD.を連結の範囲に含

めております。なお、みなし取得日は2024年６月30日であります。

IKフードパートナーズ合同会社は清算結了により、連結の範囲から除外しております。

2)主要な非連結子会社の名称

TIANJIN INABATA TRADING CO., LTD.

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

1)持分法適用関連会社の数　　３社

（主要な会社等の名称）

アルバック成膜㈱

2)主要な持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

TIANJIN INABATA TRADING CO., LTD.

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ連結計算書類の当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がありませんので、持分法の適用範囲から除外しております。

3)持分法適用手続に関する特記事項

アルバック成膜㈱については、連結決算日現在で実施した正規の決算に準ずる合理的な手続きによって作成され

た計算書類を使用しており、その他の持分法適用会社のうち決算日が連結決算日と異なる会社については、その

会社の事業年度に係る計算書類を使用しております。

（3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

一部の国の決算期に関する法規制により、SHANGHAI INABATA TRADING CO.,LTD.等の連結子会社７社について

は、連結決算日における仮決算に基づく計算書類により連結しております。
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連結注記表

1)棚卸資産の評価基準及び

評価方法

主として移動平均法及び先入先出法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

市場価格のない株式等以外

のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

3)デリバティブの評価基準及び

評価方法

時価法

有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年～10年）に基づく定額法によっております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。なお、在外連結子会社は、個別判定による回収

不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金 一部の連結子会社において役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

役員株式給付引当金 当社において取締役への当社株式等の給付に備えるため、役員株式給付規程

（内規）に基づく株式給付債務の見込額を計上しております。

（4) 会計方針に関する事項

2)有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

4)固定資産の減価償却の方法

5)引当金の計上基準

6)収益及び費用の計上基準

当社グループは、「情報電子」、「化学品」、「生活産業」及び「合成樹脂」の４つの事業分野において国内及

び海外における商品の販売、各種製品の製造及び販売、サービスの提供等を主な事業としております。

商品又は製品の販売は、顧客に商品又は製品を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内販売

は、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時

に収益を認識しております。また、輸出販売は、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負

担が顧客に移転した時に収益を認識しております。

なお、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合に

は、顧客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみを提供しているため、代

理人として手数料相当又は対価の純額を収益として認識しております。
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連結注記表

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引につきましては、振当処理の要件を充たしている場合は振

当処理を行っております。また、金利スワップ取引につきましては、特例処理

の要件を充たしている場合には特例処理を行っております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び長期借入金

ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引に係る為替変動リスク及び長期借入金に

係る金利変動リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しておりま

す。

ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象となる資産・負債又は予定取

引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場

変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定され

るため、有効性の評価を省略しております。また、金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

 7)重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び非支配株主持分に含めて計上しております。

 8)重要なヘッジ会計の方法

 9)のれんの償却方法及び償却期間

10年以内で均等償却しております。

10)退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づ

き、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。数理計算上の差異は、主として各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用は、主としてその発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により費用処理しております。未

認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。
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連結注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額

(2) 担保に供している資産

37,590百万円

投資有価証券 1,184百万円

売掛金 500百万円

現金及び預金 18百万円

合計 1,702百万円

上記資産は、取引保証金の代用として差し入れております。

IKエナジーパートナー北海道合同会社 148百万円

参共化成工業株式会社 110百万円

CLOVER PLASTICS (THAILAND) CO.,LTD. 65百万円

和歌山理水株式会社 50百万円

丸石プラス株式会社 47百万円

その他４社 95百万円

合計 517百万円

　2)受取手形割引高 66百万円

　3)電子記録債権割引高 288百万円

　4)受取手形譲渡高 74百万円

　5)電子記録債権譲渡高 26百万円

２．会計上の見積りに関する注記

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

貸倒引当金（流動資産）　△454百万円

貸倒引当金（固定資産）　△6,161百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

貸倒引当金の算出にあたっては、「１．（4）5）引当金の計上基準」に記載の方針に従い、遅延債権の発生状況

や外部の信用情報等の取引先における実態を踏まえて設定された与信区分等に基づき対象債権の回収不能見込額

を合理的に見積っており、適切に計上されているものと判断しております。しかしながら、経済環境の変動等、

予測不能な前提条件の変化に伴い、取引先の信用リスクが当初の見積り時から変動し、貸倒損失の発生や貸倒引

当金の金額が増減する可能性もあります。また、貸倒損失の発生により、貸倒実績率が上昇し、一般債権に係る

貸倒引当金を追加計上する可能性もあります。

今後の見通しとして、世界経済は一部の地域に足踏みがみられるものの、総じて緩やかな景気回復が続くとみて

います。一方で、米国の関税措置の影響による景気減速が懸念され、それらに伴う物価上昇の継続や金融資本市

場の変動、また、ロシア・ウクライナや中東地域を巡る情勢の変動など、不透明な状況が続くと想定されます。

３．連結貸借対照表に関する注記

(3) 偶発債務

1)他の会社の金融機関等からの借入債務等に対し保証を行っております。

上記金額は、当社及び連結子会社の自己負担額を記載しております。
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連結注記表

貸出コミットメントの総額 29,904百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 29,904百万円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 55,914,127株 －株 1,200,000株 54,714,127株

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月９日

取締役会(注)１
普 通 株 式 3,629百万円 65.00円 2024年３月31日 2024年５月31日

2024年11月７日

取締役会(注)２
普 通 株 式 3,278百万円 60.00円 2024年９月30日 2024年12月２日

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年５月９日

取 締 役 会 ( 注 )
普 通 株 式 3,551百万円 利益剰余金 65.00円 2025年３月31日 2025年５月30日

(4) 当社は、国内及び海外におけるグループ全体の運転資金の機動的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行と200

百万米ドル相当額の貸出コミットメント契約（複数通貨型）を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(注)　発行済株式総数の減少1,200,000株は、取締役会の決議に基づく自己株式の消却によるものであります。

(2) 配当に関する事項

　①配当金支払額

(注)１．2024年５月９日開催の取締役会の決議による普通株式の配当金の総額3,629百万円については、「株式給付信託

（BBT）」が保有する当社株式に係る配当金17百万円が含まれております。

(注)２．2024年11月７日開催の取締役会の決議による普通株式の配当金の総額3,278百万円については、「株式給付信託

（BBT）」が保有する当社株式に係る配当金15百万円が含まれております。

　　②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(注)　2025年５月９日開催の取締役会の決議による普通株式の配当金の総額3,551百万円については、「株式給付信託

（BBT）」が保有する当社株式に係る配当金16百万円が含まれております。

（ 14 ）
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連結注記表

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、各営業部門の事業計画・投融資計画に照らして、必要な資金を銀行からの長・短期の借入金や

社債の発行を中心に調達をしております。一時的な余資は金融商品で運用せず、原則として借入金の返済に充当

しており、将来に亘っても投機的な取引は行わないことを方針としております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び電子記録債権、売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。また国外へも

事業を展開しており、そこから生じる外貨建ての営業債権については、信用リスクのみならず、為替の変動リス

クにも晒されております。原則として外貨建て債権に関しては、先物為替予約を利用してヘッジしております。

有価証券及び投資有価証券は、主に取引先企業との、業務上の関連性を重視した有価証券保有及びその他の満期

のある有価証券であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また営業上、一部の取引先企業・関連会

社・子会社に対して貸付を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、その一部には、原材料

等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、債権と同様先物為替予約を利用しヘッジしております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に営業取引及び設備投資に係

る資金調達であります。また、社債については将来に向けた成長投資資金の確保等を目的として発行しておりま

す。このうち一部の借入金は外貨建てのものであり、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建て貸

付金に見合う借入となっており、原則として金額・通貨・期間などを合わせることによりヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権・債務及び外貨建て予定取引に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

取引を目的とした先物為替予約取引であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

ア．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権及び長・短期の貸付金について、各営業本部において主要な取引先の状

況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収

懸念の早期把握やリスクの軽減を図っております。また必要に応じて与信管理部門と連携し、規程に従い、担保

の取得等の与信のコントロールを行っております。

有価証券及び投資有価証券に関しては、比較的信用度の高い債券・証券であり、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付けの高い金融機関

とのみ取引を行っております。

イ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別に把握された為替の変動リスクに対し

て、原則として先物為替予約を利用して、ヘッジしております。また輸出・輸入に係る予定取引により確実に発

生すると見込まれる、外貨建て営業債権・債務に対する先物為替予約も行っております。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価及び発行体（取引先企業）の財務状況・経営状況をモニタ

リングしており、時価に関しては適時に経営者に報告する体制となっております。簿価と時価の差が著しく発生

した場合、有価証券管理規則並びに会計基準に従い減損処理を行っております。デリバティブ取引については、

目的・業務方針・承認方法・経営者への報告義務等を定めた、デリバティブ取引管理規程に沿い運用・管理を行

っております。

ウ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、日々の資金の受払いを計測し、資金繰り計画を立てております。適宜資金繰り計画を作成・更新し、無

（ 15 ）
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

①　有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 20,385 20,385 －

社債 20 20 －

②　長期貸付金 2,314

　　貸倒引当金(*1) △841

1,472 1,418 △54

③　長期借入金(*2) 21,370 20,805 564

④　社債 25,000 24,265 734

⑤　デリバティブ取引(*3)

(1)ヘッジ会計が適用されていないもの (12) (12) －

(2)ヘッジ会計が適用されているもの 430 430 －

駄な資金を調達しないよう運用しております。同時に資金決済口座を開設している、各銀行とは円貨・外貨の当

座貸越契約を締結して、流動性リスクを管理しております。また現在コミットメントライン契約を締結してお

り、当社を取り巻く流動性リスクの環境の変化についても管理をしております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。市場価

格のない株式等（連結貸借対照表計上額15,845百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。なお、市

場価格のない株式等には、連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資（連結貸借対照表計上額

437百万円）が含まれており、時価開示の対象とはしておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受

取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

（*1）長期貸付金に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（*2）長期借入金には、１年以内返済予定の長期借入金1,076百万円を含んでおります。

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては(　)で示しております。

（3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

ております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（ 16 ）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 20,385 － － 20,385

　　 社債 － － 20 20

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用され

ていないもの
－ (12) － (12)

ヘッジ会計が適用されて

いるもの
－ 430 － 430

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 － 1,418 － 1,418

長期借入金 － － 20,805 20,805

社債 － － 24,265 24,265

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価を

レベル１の時価に分類しております。また、社債の時価は、見積り将来キャッシュ・フローを長期プライム

レートに信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル３の時価に分

類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ

ュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。また、時価の算定に際し、長期貸付金に個別に計上して

いる貸倒引当金を控除しております。なお、グループ会社への長期貸付金のうち、返済期限を設けていない

ものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。この時価は、レベル２の時価に分類しております。

（ 17 ）
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(1) １株当たり純資産額 3,827円53銭

(2) １株当たり当期純利益 363円90銭

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル３の時価に分類しております。

社債

社債の時価は、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値法

により算定しており、レベル３の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。

６．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、「情報電子」、「化学品」、「生活産業」及び「合成樹脂」の４つの事業分野において国内及び海外

における商品の販売、各種製品の製造及び販売、サービスの提供等を主な事業としております。

各事業の売上高は「情報電子」事業が264,056百万円、「化学品」事業が118,298百万円、「生活産業」事業が53,759百

万円、「合成樹脂」事業が401,541百万円であります。

また、上記報告セグメントに含まれないその他事業は主に不動産賃貸業に係る収入であり、売上高は181百万円であり

ます。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「(4)会計方針に関する事項 6)収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりであります。

７．１株当たり情報に関する注記

(注)　１株当たり純資産額の算定上、「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を「普通株式の期末発行済株式総

数」の計算において控除する自己株式数に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、当該信託が

保有する当社株式を「普通株式の期中平均株式数」の計算において控除する自己株式数に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式数は、当連結会計年度末において254,500株であります。

また、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度において

258,161株であります。
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８．その他の注記

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、当社取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）の報酬と当社の業績

及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットだけでなく、株価下落リスクも株主の

皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締

役に対する業績連動型株式報酬制度として「株式給付信託（BBT）」を導入しております。

(1）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して、当社が定める役

員株式給付規程に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業

績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となり

ます。

(2）信託に残存する当社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式として

計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末537百万円、254,500株であります。
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貸借対照表

（2025年3月31日現在）
（単位：百万円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

142,739

6,610

3,621

18,482

84,448

20

23,445

884

352

3,099

1,568

391

△183

94,316

4,300

996

4

289

456

1,075

1,477

4,402

14

1,943

2,423

20

85,613

16,685

53,371

437

1,566

194

3,137

27

159

9,531

1,387

△885
　

流 動 負 債 92,609

電 子 記 録 債 務 7,350

買 掛 金 64,619

短 期 借 入 金 11,550

1年内返済予定の長期借入金 1,076

未 払 金 2,550

未 払 費 用 382

未 払 法 人 税 等 1,620

前 受 金 873

預 り 金 1,092

前 受 収 益 17

賞 与 引 当 金 1,213

そ の 他 262

固 定 負 債 51,776

社 債 25,000

長 期 借 入 金 20,279

長 期 未 払 金 40

繰 延 税 金 負 債 4,096

長 期 預 り 金 1,247

退 職 給 付 引 当 金 404

役 員 株 式 給 付 引 当 金 262

債 務 保 証 損 失 引 当 金 282

そ の 他 163

負 債 合 計 144,386

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 86,562

資 本 金 9,364

資 本 剰 余 金 7,708

資 本 準 備 金 7,708

利 益 剰 余 金 70,275

利 益 準 備 金 1,066

そ の 他 利 益 剰 余 金 69,208

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 0

別 途 積 立 金 59,140

特 定 株 式 取 得 積 立 金 150

繰 越 利 益 剰 余 金 9,918

自 己 株 式 △785

評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,106

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 5,779

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 326

純 資 産 合 計 92,669

資 産 合 計 237,055 負 債 純 資 産 合 計 237,055

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2024年４月１日から
2025年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科　目 金　額

売 上 高 358,180

売 上 原 価 330,899

売 上 総 利 益 27,281

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,892

営 業 利 益 7,389

営 業 外 収 益

受 取 利 息 120

受 取 配 当 金 4,380

賃 貸 収 入 435

雑 収 入 517 5,454

営 業 外 費 用

支 払 利 息 646

賃 貸 収 入 原 価 446

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 64

為 替 差 損 153

雑 損 失 419 1,730

経 常 利 益 11,112

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,443

関 係 会 社 清 算 益 979 3,422

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 163

投 資 有 価 証 券 評 価 損 634

共 同 開 発 費 用 負 担 金 325 1,122

税 引 前 当 期 純 利 益 13,413

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,232

法 人 税 等 調 整 額 78 3,310

当 期 純 利 益 10,103

損　益　計　算　書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 2024年４月１日から
2025年３月31日まで )

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他

資本剰余金

資本剰余金

合 計
利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金

合 計
固 定 資 産

圧縮積立金

別 途

積 立 金

特 定 株 式

取得積立金

繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 9,364 7,708 2 7,710 1,066 0 59,140 150 10,751 71,108

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 －

剰 余 金 の 配 当 △6,908 △6,908

当 期 純 利 益 10,103 10,103

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却 △2 △2 △4,028 △4,028

株式給付信託による

自 己 株 式 の 譲 渡

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － △2 △2 － △0 － － △833 △833

当 期 末 残 高 9,364 7,708 － 7,708 1,066 0 59,140 150 9,918 70,275

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式

株 主 資 本

合 計

その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等

合 計

当 期 首 残 高 △762 87,421 5,660 596 6,256 93,678

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

剰 余 金 の 配 当 △6,908 △6,908

当 期 純 利 益 10,103 10,103

自 己 株 式 の 取 得 △4,079 △4,079 △4,079

自 己 株 式 の 消 却 4,031 － －

株式給付信託による

自 己 株 式 の 譲 渡
25 25 25

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額）
－ 118 △269 △150 △150

事業年度中の変動額合計 △22 △858 118 △269 △150 △1,009

当 期 末 残 高 △785 86,562 5,779 326 6,106 92,669

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

その他有価証券

市場価格のない株式等以外

のもの

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

移動平均法による原価法

(3) デリバティブの評価基準及び

評価方法

時価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

無形固定資産

（リース資産を除く）

リース資産

定額法によっております。

なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しております。

定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年～10年）に基づく定額法によっております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により､

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（14年）による定額法により費用処理しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

役員株式給付引当金 取締役への当社株式等の給付に備えるため、役員株式給付規程（内規）に基づく

株式給付債務の見込額を計上しております。

債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態等を個別に勘案し、損失負

担見込額を計上しております。

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
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個別注記表

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替予約取引につきましては、振当処理の要件を充たしている場合は振当

処理を行っております。また、金利スワップ取引につきましては、特例処理の要

件を充たしている場合には特例処理を行っております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段：為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象：外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引及び長期借入金

ヘッジ方針 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引に係る為替変動リスク及び長期借入金に係

る金利変動リスクをヘッジするためにデリバティブ取引を利用しております。

ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象となる資産・負債又は予定取引

に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動

又はキャッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されるた

め、有効性の評価を省略しております。また、金利スワップ取引については、特

例処理の要件を充たしているため、有効性の評価を省略しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社は、「情報電子」、「化学品」、「生活産業」及び「合成樹脂」の４つの事業分野において国内及び海外におけ

る商品又は製品の販売、サービスの提供等を主な事業としております。

商品又は製品の販売は、顧客に商品又は製品を引き渡した時点で収益を認識しております。ただし、国内販売は、出

荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認

識しております。また、輸出販売は、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転

した時に収益を認識しております。

なお、顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合には、顧

客に移転する財又はサービスを支配しておらず、これらを手配するサービスのみを提供しているため、代理人として

手数料相当又は対価の純額を収益として認識しております。

(7) ヘッジ会計の方法

２．会計上の見積りに関する注記

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸倒引当金（流動資産）　△183百万円

貸倒引当金（固定資産）　△885百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

貸倒引当金の算出にあたっては、「１．(5)引当金の計上基準」に記載の方針に従い、遅延債権の発生状況や外部の信

用情報等の取引先における実態を踏まえて設定された与信区分等に基づき対象債権の回収不能見込額を合理的に見積っ

ており、適切に計上されているものと判断しております。しかしながら、経済環境の変動等、予測不能な前提条件の変

化に伴い、取引先の信用リスクが当初の見積り時から変動し、貸倒損失の発生や貸倒引当金の金額が増減する可能性も

あります。また、貸倒損失の発生により、貸倒実績率が上昇し、一般債権に係る貸倒引当金を追加計上する可能性もあ

ります。

今後の見通しとして、世界経済は一部の地域に足踏みがみられるものの、総じて緩やかな景気回復が続くとみていま

す。一方で、米国の関税措置の影響による景気減速が懸念され、それらに伴う物価上昇の継続や金融資本市場の変動、

また、ロシア・ウクライナや中東地域を巡る情勢の変動など、不透明な状況が続くと想定されます。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,554百万円

(2) 担保に供している資産

投資有価証券 54百万円

   丸石化学品株式会社

   INABATA EUROPE GmbH

1,912百万円

1,071百万円

   INABATA SINGAPORE（PTE.) LTD.

   INABATA INDUSTRY & TRADE (DALIAN F.T.Z.) CO., LTD.

523百万円

447百万円

   INABATA MEXICO, S.A. de C.V.

   INABATA FRANCE S.A.S.

315百万円

291百万円

   その他12社 832百万円

  合計 5,393百万円

上記金額は、当社の自己負担額を記載しております。

2)受取手形割引高 29百万円

   短期金銭債権 18,663百万円

   長期金銭債権 145百万円

   短期金銭債務 9,941百万円

   長期金銭債務 16百万円

貸出コミットメントの総額 29,904百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 29,904百万円

売上高 86,881百万円

仕入高 20,966百万円

営業取引以外の取引高 5,254百万円

３．貸借対照表に関する注記

上記資産は、取引保証金の代用として差し入れております。

(3) 偶発債務

1)他の会社の金融機関等からの借入債務等に対し保証を行っております。

  なお、下記の金額は、保証総額から債務保証損失引当金の額を控除しております。

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(5) 当社は、国内及び海外におけるグループ全体の運転資金の機動的かつ安定的な調達を行うため、取引銀行４行と200

百万米ドル相当額の貸出コミットメント契約(複数通貨型)を締結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引
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個別注記表

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 339,304株 1,203,000株 1,211,900株 330,404株

　 貸倒引当金 336百万円

　 債務保証損失引当金 89百万円

　 関係会社株式評価損 3,847百万円

　 投資有価証券評価損 424百万円

　 賞与引当金 371百万円

　 その他 886百万円

　 繰延税金資産小計 5,955百万円

　 評価性引当額 △4,857百万円

　 繰延税金資産合計 1,098百万円

　 その他有価証券評価差額金 △2,642百万円

　 退職給付引当金 △1,720百万円

　 退職給付信託設定益 △681百万円

　 その他 △150百万円

　 繰延税金負債合計 △5,194百万円

　 繰延税金負債の純額 △4,096百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　　自己株式に関する事項

(注)１．当期末普通株式の自己株式には、「株式給付信託（BBT）」の所有する当社株式254,500株が含まれております。

２．普通株式の自己株式の増加1,203,000株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加1,200,000株、譲

渡制限付株式の無償取得による増加3,000株であります。

３．普通株式の自己株式の減少1,211,900株は、取締役会の決議に基づく自己株式の消却による減少1,200,000株、

「株式給付信託（BBT）」の給付による減少11,900株であります。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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個別注記表

種 類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有 )割合

関連当事者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額

(注)
科 目

期末残高

(注)

主 要 株 主

（ 法 人 ）
住友化学株式会社

被所有

直接10.3%

同社製品の

購入

当社商品の

販売

製 品 の 購 入 18,869 買 掛 金 4,281

商 品 の 販 売 6,607 売 掛 金 2,444

種 類 会社等の名称
議決権等の所有

(被所有 )割合

関連当事者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

(注)
科 目

期末残高

(注)

子会社
SHANGHAI INABATA TRADING 

CO.,LTD.

所有

間接100.0%
商品の販売 商品の販売 12,242 売 掛 金 3,336

(1)１株当たり純資産額 1,703円99銭

(2)１株当たり当期純利益 184円92銭

７．関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

(注)　価格その他の取引条件については、個別に交渉の上一般取引を勘案して決定しております。

(2)子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

(注)　価格その他の取引条件については、個別に交渉の上一般取引を勘案して決定しております。

８．収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

連結注記表の「６.収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「(6) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記

（注)　連結注記表の「７.１株当たり情報に関する注記」に記載のとおり、「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株

式を当該注記の算定において控除する自己株式に含めております。

10．その他の注記

　（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び非業務執行取締役を除く。）に信託を通じて自社の株式を交付す

る取引に関する注記については、連結注記表の「８.その他の注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。
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計算書類に係る会計監査報告

大 阪 事 務 所
指定有限責任社員
業務執行社員

公 認 会 計 士 河 野 　 匡 伸
指定有限責任社員
業務執行社員

公 認 会 計 士 西 　 芳 範

独立監査人の監査報告書
2025年５月８日

稲畑産業株式会社
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、稲畑産業株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの第164期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の

職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま

た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計

算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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